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研究成果の概要（和文）：本研究の課題は、貧困・格差の拡大に対し、民主主義が果たす役割を検証することに
ある。このため、インドの5州を選択し、選挙調査を含む現地調査を展開した。その結果、貧困・格差の拡大が
一つの主要な要因となって2014年下院選挙は政権交代が起こり、2015年ビハール州州議会選挙では、現職が再選
されたことがわかった。同時に、新政権の元で、宗教的少数派に対する迫害が激化したこともわかった。これら
少数派の弾圧と貧困・格差の拡大を直接に結びつけることは難しいが、この関連性につき今後更に深く検証して
いく意義があることがわかった。

研究成果の概要（英文）：The agenda of this study is to examine the role of democracy for solving the
 deepening poverty and widening inequality in current world. For this purpose, I choose 5 Indian 
states for conducting field works including election studies. According to my survey, poverty and 
inequality were two of the major issues which realized the change of governments at central level in
 2014 and election of incumbent at Bihar state level. It is now necessary to explore the 
relationship between the poverty, inequality and the oppression against minorities.    

研究分野：インド地域研究、政治学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
市場の拡大と資本の自由な移動を柱とするグローバル化の時代において、貧困・格差の拡大に対し解決策を打ち
出せない現実がある。このなかで人々に希望を与えてきたのが、民主主義であった。インドは、カースト制に代
表される社会的格差、膨大な貧困層の存在に伴う経済的格差を深刻な問題として歴史的に抱えてきたと同時に、
独立後ほぼ民主制を維持してきた稀有な存在である。グローバル化が深く進行するインドにおいて、70年に及ぶ
民主主義の実践を検証することは、民主主義が貧困と格差の解消へ果たす役割を考える上で有意義であると考え
られる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
市場の拡大と資本の自由な移動を柱とするグローバル化の時代において、格差の拡大、そして
貧困の深化が指摘されて久しい。2008年のリーマンショックに見られるように、新自由主義的
政策の限界は明らかであるが、同時に格差・貧困の拡大に対し解決策を打ち出せない現実があ
る。このなかで人々に希望を与えてきたのが、民主主義である。冷戦後、新自由主義と同様に
世界に伝播したのが民主主義であり、貧困と格差を克服するために、権威主義体制では民主化
革命が、民主主義体制では、現状の変革を目指す民主的な運動が展開されてきた。このように
新自由主義と民主主義は、切り離された個別の現象ではない。 
 それでは、民主主義は貧困と格差を克服できるだろうか。本研究では、途上国のなかでは例
外的に民主制を維持してきたインドを事例に、この問題を考えたい。インドは、カースト制に
代表される社会的格差、膨大な貧困層の存在に伴う経済的格差を深刻な問題として歴史的に抱
えてきた。1991年以降本格化した経済自由化政策は、インド経済をグローバル化し、高い経済
成長率を達成してきたが、同時に格差の拡大と貧困の深化を生み出してきた。グローバル化が
深く進行するインドにおいて、平等の実現を一つの重要な理念とする民主主義の 60年以上に及
ぶ実践を検証することは、現代世界における貧困と格差への処方箋を考える上で有意義である。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、グローバル化がもたらす貧困と格差を民主主義が解決する可能性を検証する
ことにある。甚だしい貧困と格差を歴史的に抱えてきたインドは、同時に途上国のなかでは例
外的に民主制を 60年以上にわたり維持してきた国である。本研究においては、貧困解消政策の
進展と政権交代の頻度という二つの指標を元に、インドの 5州を選択し、民主制の下での政治
的競合が、貧困・格差解消にどのような影響を及ぼしているか、検証する。本研究により、有
権者の政治参加の拡大と結びついた政治的競合の激化が、貧困解消政策の革新を生み出す因果
関係を示すことが期待できる。この結論は、民主化革命の意味が問われる現代において、民主
主義が格差と貧困を克服する可能性を示すことにもつながるであろう。 
 
 
３．研究の方法 
 
研究の方法として二つの柱を設定した。第一が、大規模サンプル調査を含む現地調査の実施で
ある。これについては、ビハール州、グジャラート州、タミル・ナードゥ州、マハーラーシュ
トラ州、ウッタル・プラデーシュ州の 5州で実施した。第二が、国際会議・セミナーの企画運
営、かつこれらへの参加によって研究成果を海外に積極的に発信し、海外の研究者からのフィ
ードバックを得ることによって自らの議論を鍛えていくことである。詳細については、次項で
説明する。 
 
４．研究成果 
 
（１）初年度である 2014年度の研究成果は、第一に 2014年インド総選挙の調査と分析、第二
に貧困と格差に関する研究のとりまとめを行なった。 
第一点については、4月から 5月にかけてインド・ビハール州で 2004年総選挙より継続して
行っているパネル調査を実施した。調査においては、スタグフレーションによって生じた貧困
と格差が政権交代に大きく貢献したことを確認し、その成果は、2014年 6月の研究会（学会発
表③）、同年 10月の南アジア学会主催講演会（学会発表⑤）、同年 11月のアジア政経学会西日
本大会（学会発表⑥）で口頭において発表した。 
 第二点については、インド・ビハール州におけるマハー・ダリト（かつての不可触民のなか
でも下層に位置する人々）に対する政策に焦点を当て、貧困・格差と民主主義の関係を考察し
た論文を英語で発表した（雑誌論文②）。さらに、貧困と格差の拡大が直接の要因となって展開
された左翼過激派の運動を、グローバル化が進む現在の文脈で分析した論文を執筆した（雑誌
論文④）。加えて、貧困と格差の拡大を主要な要因の一つとして展開される社会運動を、より広
くインド政治の文脈で捉えた論考を発表した（雑誌論文③）。最後に、グローバル化による貧困・
格差の拡大が、宗教的少数派の大虐殺に結びついた過程について、2002年グジャラート大虐殺
の事例を取り上げ検証した（雑誌論文⑤）。 
 
（２）2015年度の研究成果は、第一に、2015年ビハール州議会選挙に関する大規模なサンプル
調査、第二に、タミル・ナードゥ州における現地調査、第三に、インドの著名な研究者を招聘
しての国際ワークショップの開催、最後に、貧困と格差に関する研究の取り纏めを行なった。 
 第一点に関しては、まず、インド、アメリカ、シンガポールに拠点を置くインド政治研究者
の国際的な研究グループである Indian Election Studies Teamに参加し、2015年 10月から 11月に
かけて行われたビハール州議会選挙に関する調査を行った。3000人を超える有権者に対してサ
ンプル調査を行い、成果を 2016年度に国際会議、日本での研究会において発表した（後述）。 



第二点に関しては、2015年 8月から 9月にかけて、ビハール州、タミル・ナードゥ州におい
て現地調査を実施した。ビハール州では 10月に行われる州議会選挙に関する予備調査を行い、
タミル・ナードゥ州では、州政権による開発政策の展開を検証するために、ダリト（かつての
不可触民）の村で調査を行った。 
 第三点に関しては、人間文化研究機構プロジェクト「現代インド地域研究」京都大学中心拠
点、龍谷大学拠点と共催で、“Religious Tolerance and Overcoming Poverty”と題する国際ワークシ
ョップを開催した。インドにおいて独自の反貧困政策を進めてきたカルナータカ州の事例、近
年のインドで深刻さを増す宗教対立について検証し、貧困・格差と暴力的対立の関係について
今後の研究協力も含めた議論を行った。 
 最後に、貧困と格差が 2014年総選挙に及ぼした影響に関し論文を公刊した（雑誌論文⑦）。
さらに、平等を一つの軸とする民主主義が農村社会の格差を是正する方向に働いた事例につい
て公刊した（雑誌論文⑥）。同時に、そのような民主主義の影響が社会内部で暴力的対立を生む
ことがあるが、結局は、民主主義はそれらの暴力的対立を非暴力的な形で制度化する効果を持
つことを英語で公刊した（雑誌論文⑨）。さらに、民主主義が農村社会に及ぼす影響をロシアの
事例と比較しながら検証したペーパーを国際会議で発表した（学会発表⑨）。 
 
（３）2016年度の研究成果は、次の三つの柱から構成される。第一が、インドにおける現地調
査、第二が、世界から著名な研究者、社会活動家を招聘しての国際ワークショップの開催、最
後が、貧困と格差に関する研究の成果発表である。 
 第一点に関しては、2017年 2月にデリー、アーメダバード（グジャラート州）、ムンバイ（マ
ハーラーシュトラ州）で現地調査を行った。いずれの都市においても、研究者、社会運動活動
家等から聞き取り調査を行い、貧困・格差をめぐる問題と選挙政治の関わりについてデータを
集めた。 
 第二点に関しては、まず 2016年 6月 13日に NIHUプロジェクト「南アジア地域研究」と共
催で、"Perspectives on India"と題する国際ワークショップを開催した。インド、アメリカ、シン
ガポールから著名な研究者が参加し、貧困・格差問題を含むインド政治の現在について討議を
行った。さらに、同年 10月 21日には、インドから著名な社会活動家を招聘し、南アジア地域
研究と共催で"India at Crossroads"と題する国際ワークショップを開催し、インドが現在置かれ
ている貧困・格差の問題を議論した。 
 最後の成果発表については、前年インド・ビハール州で実施した 2015年州議会選挙に関する
大規模調査を元に、2014年総選挙と 2015年州議会選挙の比較分析を発表した。日本では 2本
の口頭発表（学会発表⑩、⑪）を行い、インドでも 2本の口頭発表（学会発表⑫、⑭）を行っ
た。 
 
（４）2017年度の研究成果は、第一にインドにおける現地調査の展開、第二に国際会議におけ
る成果発表が軸となった。 
 第一の現地調査については、2017年 8月下旬から 9月上旬にかけて、デリー、マハーラーシ
ュトラ州で実施した。更に、2018年 3月にデリー、ウッタル・プラデーシュ州、ビハール州に
て実施した。現在、インドでは、牝牛の屠殺禁止規定に関連して、牝牛保護運動が活発に展開
されている。この運動は牝牛保護団を代表とする種々の自警団組織によって担われているが、
運動の過程で伝統的に牛肉を食してきた宗教的少数派であるムスリムに対する襲撃が頻発し、
時には殺害に至る深刻な事態となっている。なぜこのような現象が頻発するようになったのか。
背景に貧困や格差の問題が潜んでいるのではないか。このような問いと仮説を持って現地調査
に臨んだ。 
 現地調査の成果は、2017年 12月 8日から同 9日まで韓国・ソウル大学で開催された韓国南
アジア学会主催の国際シンポジウム ‘India in Asia’で報告を行なった（学会発表⑯）。更にこの
会議で得たコメントや議論を元に更にブラッシュアップした報告を、2018年 1月 5日から同 6
日までネパール・カトマンドゥで開催された NIHUプログラム南アジア地域研究・マーティン
チョータリー主催の国際会議 ‘Peaceful Development of South Asia’において報告を行なった（学
会発表⑰）。これらの分析において、自警団組織の暗躍と貧困と格差の問題は直接の関わりはな
いものの、貧困・格差が生み出した政権交代の帰結であることがわかった。 
 
（５）最終年度となった 2018年度においても、第一に現地調査の展開、第二に、国際会議・ワ
ークショップにおける研究成果の発表が大きな軸となった。 
 第一の現地調査の展開については、デリー、ビハール州、グジャラート州、マハーラーシュ
トラ州において現地調査を展開した。昨年度新たに研究課題として設定した牝牛保護運動の実
態を継続して調査し、貧困と格差の拡大はこの運動と直接の関わりを見いだすことは難しいも
のの、2019年度に総選挙を控え、貧困と格差の問題が雇用問題としてクローズアップされるな
かで、この問題が生起していることを確認することができた。 
 第二の研究成果の発表については、牝牛保護運動について、フランス・パリで開催されたヨ
ーロッパ南アジア学会でパネルを企画し、発表も行なった（学会発表⑳）。シンガポール国立大
学でのセミナーでも発表を行なった（学会発表㉑)。加えてアジア政経学会共通論題で発表を行
ない（学会発表㉓）、さらにロンドン大学ゴールド・スミス校で開催された国際ワークショップ



において、ビハール州の事例に基づいた発表を行なった（学会発表㉖）。これら研究発表に加え
て、貧困と格差の問題に関し、ビハール州における 2014年下院選挙と 2015年州議会選挙を比
較分析した論文（雑誌論文⑪）。 
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